
主目的 4 17 2

副目的

款 項 目 大 中

％ ％ ％

担当係

根拠法令・個別計画

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

内容

（手段）

実施・運営方法

※費用合計に占める

経費の内訳(割合)

生涯学習のまちづくり基本構想・基本計画

10

担当課

5

教育文化

生涯学習課

社会教育係

22

平成３０年度以降

生涯学習

事業類型 一般

住民の主体的な活動を支援する

5

　市民の情報活用能力を高めるため、ＩＴ講習会を実施し、情報活用技術の向上を図る。

  市民活動の協働事業として、NPO法人こまきe―コミュニティーネットワークへ事業を委託し

ている。職員は委託業者との講座内容の調整・受講者の募集・受付事務などをおこなう。

※直接経費には機器リース料・回線経費を含む。

  講座内容　入門基礎（12）　　ネット・メール（7）     全19講座

             （1講座6回）

  受講料　　2,000円（教材費：実費負担）

助成 0

総合計画

分野別計画

予算区分

担当部事務事業名 IT講習会開催事業

会計区分

平成１３年度 ～事業期間

事業番号 359

平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート

教育委員会事務局

事事事事

　　　　

　　　　

業業業業

　　　　

　　　　

のののの

　　　　

　　　　

概概概概

　　　　

　　　　

要要要要

直接実施・

運営

36 委託 64

一般会計

単位

千円

人

千円

人

千円

千円

％

千円

千円

千円

Ｈ24予算額

2,729

0.02

106

93.0

Ｈ23決算額

2,951

Ｈ22決算額

0

396394

0

0.020.23

ココココ

　　　　

　　　　

スススス

　　　　

　　　　

トトトト

財

源

その他職員

0.03

（手段）

従事者数

Ｈ21決算額

一般財源

国・県支出金

対前年比

その他財源

人件費

7,333

【直接経費の内訳】

消耗品費 318,248円、ＫＣＴＶ回線使用料等 396,320円、委託料 1,874,577円

機器借上料等 361,402円

◎24年度実施内容

23年度と同様に実施する。

費用合計

7,869

159

0.15

パソコン講座受講料　１講座２，０００円

従事者数

人件費

費

用

直接経費

正職員

6,639

0

受益者負担

6,071

1,036

7,635

91.2

341

996

341

2,567

3,185

41.7

2,791

0.07

128

1061,223

0.15

8,369

0.07

128

2,963



単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

単位

目標

実績

目標

実績

342

100

H24

107

％

参加者数

576

551

市民がパソコンの基本操作やインターネット・メールの基本操作を学ぶことで、団体活

動、学習成果を地域に広める下地づくりを支援したが、応募率及び参加者数ともに目

標達成に至らなかった。

213

342

512

192 192

H21

100

H22

132192

H24H23

成果指標名

応募率

事業の

達成状況

活動指標名

延講座開催回数

100

回

H23

132

114

192

H21

133

人

576

65

100

業業業業

　　　　

　　　　

　　　　

　　　　

績績績績

H22

359事業番号

平平平平

成成成成

２２２２

３３３３

年年年年

初心者向けのＩＴ講習会が無くなることで、これからパソコンを学ぼうとする人に対して

学習機会の減少になる。

事業を縮小・

廃止したときの

影響

事事事事

業業業業

のののの

自自自自

己己己己

評評評評

価価価価

今今今今

後後後後

のののの

事事事事

業業業業

のののの

方方方方

向向向向

性性性性

平成２４年度終了予定

判定理由

一次評価のとおり。

改善案等

二二二二

次次次次

評評評評

価価価価

方向性の判定

平成２４年

度終了予定

判　定　理　由

年年年年

度度度度

のののの

実実実実

施施施施

結結結結

果果果果

事業実施におけ

る課題等

参加者、応募率がともに減少していることから、初心者向けで市民ニーズの高い講座

の開催が必要である。

初心者向けの講座を開催してきたが、参加者数の現状から判断すると市民ニーズが

減ってきている。またＨ２３年度からＮＰＯ法人との協働により講座を開催をすること

で、ＮＰＯ法人に委託する市独自の講座を開催する必要が少なくなっている。

方向性の判定


